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1　はじめに
会計上の見積り（accounting estimates）とは，「正
確に測定することができない場合の金額の概算（ap-
proximation）」［AICPA 2011, AU-C sec. 540, par. 6］
であり，各種引当金や棚卸資産の正味実現可能価額な
どの旧来のものから，近年登場した金融資産や年金債
務の評価まで，財務報告全般に増大浸透しており，そ
の監査上の対応もさらに重要となっている。近年，監
査基準は，国際的なコンバージェンスを追求し，従来
の監査基準の内容を見直した新起草方針に基づき整理
改訂されたもの（いわゆるクラリティ版）に切り替え
られつつある 1）が，そこで見積りの監査についても
内容が大きく見直された。その中には，見積りの偏向
（bias）に対する扱いの改訂もあった。筆者は，これ
までの見積りの監査について，いくつかの論点につい
て検討してきたが，本稿では，特に見積りの偏向に関
して検討していく。
概念フレームワークでは，偏向に関連して，財務情
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報の選択又は表示に偏りがないことを「中立性」
（neutrality）と表現する（例えば，［FASB ,  2010, 
QC14］が，監査上偏向をどのようにとらえて判断し
ていくのかは，単純ではなく，監査基準において変化
してきている。
本稿では，米国公認会計士協会（American Institute 
of Certified Public Accountants: AICPA）の監査基準
書（Statement on Auditing Standards: SAS）及び国際
監査基準（International Standard on Auditing: ISA）
を対象に，第一の目的として，見積りの監査における
偏向に関する監査基準上の変化を整理することであ
る。第二の目的として，監査上偏向をどのように識別
するのか（以下「識別問題」とする），監査上どのよ
うに対応するのか（以下「対応問題」とする）という
2 つの論点から，その変化の内容を検討することであ
る。そこでは，偏向に対する代表的な監査手続の意味
や，新たに導入された「経営者の偏向が存在する兆
候」（indicators of possible management bias）に関す
る例示の意味を取り上げる。これらの検討によって，
監査手続における偏向の意味と監査上の対応の現状を
示し，また今後の課題を示したい。
本稿の構成は以下の通りである。まず，次節では，
会計上の見積りの監査における虚偽表示と偏向との関
係について，概念フレームワーク及び米国監査基準書
第 47 号の記述を参照し，整理する。第 3 節では，ま
ず従来の見積りの監査の原点とも言える米国監査基準
書第 57 号の見積りの監査の概要を確認し，さらに米
国監査基準書第 99 号の記述を含めて，監査上の偏向
の扱いの内容及び監査手続を整理する。特に，偏向に
対する代表的な 2 つのアプローチである「経営者の見
積りと最善の見積りとの差額の累積による判断」と
「過年度の見積りと確定金額に対する遡及的レビュー」
の意味を確認する。次の第 4 節では，国際監査基準の
影響を受けた米国監査基準書のクラリティ版における
偏向に関する改訂内容について，基準設定時の経緯を
含めて整理する。これは，従来の偏向に対する扱いの
見直しでもあり，「経営者の偏向が存在する兆候」の
導入とその例示及びその監査手続の位置づけの調整と
なっている。さらに第 5 節では，今後の監査における
偏向について，重要となる「経営者の偏向が存在する
兆候」の 4 つの例示について，その内容を検討する。
第 6 節では，これまでの検討をまとめ，今後の課題を
示し，むすびにかえる。
2　会計上の見積りの監査における偏向と虚偽表
示との関係
まず，会計上の見積りの特徴，財務情報における偏
向の意味及び虚偽表示との関係について整理する。
2-1　会計上の見積りの合理性と虚偽表示
会計上の見積りは，不確実性のために結果が一点に
収斂しない経済事象に対して，経営者が，会計基準に
準拠しつつ，主観的要因と客観的要因を組み合わせて
特定の金額と注記に変換するものである。会計上の見
積りについて，米国の監査基準書における最初のまと
まった記述は 1983 年の米国監査基準書第 47 号「監査
実施における監査リスク及び重要性」（Audit Risk and 
Materiality in Conducting an Audit）の監査結果の評
価（Evaluating Audit Findings）の 29 節にある。監査
基準書第 47 号は，監査リスク・アプローチの導入で
有名な基準書であり，見積りそのものを対象としてい
ないので，見積りの監査手続等には言及はなく，評価
についてのみ述べている。その内容は長いが，見積り
がその主観性のために，虚偽表示のリスクが高いこと
を指摘したのち，次のような記述があった。
「監査人は，いかなる会計上の見積りも確実性を
もって正確であると考えられないために，監査証拠
に裏付けられた最善の見積金額と財務諸表に含まれ
る見積金額の間の差額は，合理的な場合もあり，こ
のような差額が，虚偽表示の可能性とは見なされな
いだろうことを認識している。しかしながら，もし
監査人が財務諸表に含まれる見積りの金額が合理的
でないと信じるならば，彼は，その見積りと最も近
似している合理的な見積りとの差額を，虚偽表示の
可能性として扱い，それを，他の虚偽表示の可能性
と統合すべきである。」
 ［AICPA, 1983, par. 29］2）
この記述について，確定金額の監査における虚偽表
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示と対比させると，見積りの監査の特徴がはっきりす
る。確定金額の監査であれば，不確実性がゼロあるい
は解消されており，その正確性を裏付ける証拠の入手
により判断でき，確定金額とは異なる経営者の金額が
あれば，その差額は非常に単純化すれば虚偽表示とな
るはずである。
一方，不確実性を含む経済事象に対して主観的判断
を経て作成される会計上の見積りは，確定金額と異な
り，唯一絶対の特定金額とはならず，上限と下限のあ
る許容範囲のある金額となる場合があり，見積りの監
査においては，その正確性を直接問うことはできず，
その作成方法の合理性（reasonableness）に焦点をあ
てることになったのである。監査判断についても，合
理的か否かを基準としつつも，許容範囲に入らない経
営者の見積りとの差額について虚偽表示を決定するこ
とが求められているのである。
このように見積りの監査は，その手続や判断におい
て独自の要素をもっており，後に監査基準書第 57 号
において「見積プロセスの検討」，「独自の見積り」，
「後発事象のレビュー」といった手続が示されている。
なお，監査基準書第 47 号には，偏向に関する記述
があり，次に触れる。
2-2　会計上の見積りにおける偏向に対する監査上の
論点
偏向とは，文字通り，偏りのないことであり，例え
ば，もはや歴史的な文書となった 1980 年の FASB（Fi-
nancial Accounting Standards Board）の概念基準書第
2 号（Statements of Financial Accounting Concepts: 
SFAC）では，「測定上の偏向（bias in measurement）
とは，ある測定値が，それを表現するものの両側に等
しく向けられず，しばしば一方の側よりも他方の側に
偏って向けられる測定値の傾向」と定義している
［FASB 1980. par. 77: 翻訳 p. 99］。財務情報において
は，前述したように，偏向の有無が，しばしば中立性
という視点から検討されている 3）。
偏向について，かつて，FASB の概念フレームワー
クでは，検証可能性 4）に関連して，測定者による偏
向（measurer bias）と測定による偏向（measurement 
bias）の 2 つに分けて議論された［FASB 1980, pars. 
77–78］。前者は，測定者の（熟練度の欠如による）測
定ミスと測定者による意図的な歪曲によって生じ，後
者は，測定対象と測定方法との不整合によって生じる
ものである。偏向には，このような区分も可能である
が，実際は，測定者による偏向は，「不正会計」や
「アーニングス・マネジメント」と重なる部分もあ
り，測定による偏向よりも関心が向けられてきた。
特に会計上の見積りは，その作成において主観的判
断が介在するために，測定者の偏向が意識される領域
であり，前述の監査基準書第 47 号においては，次の
ように経営者の偏向として扱われていた。
「監査人は，監査証拠によって裏付けられた最善
の見積りと，財務諸表に含まれている個別には合理
的な見積りとの間の差額が，企業の経営者側にある
偏向の可能性（possible bias）を示しているか否か
を検討すべきである。例えば，財務諸表に含まれて
いる個々の会計上の見積りが，個別的には合理的で
あるが，それらの個別の見積りと，監査証拠に裏付
けられた最善の見積りとの差額が利益を増加させる
ならば，監査人は，その見積りを全体として再検討
しなければならない。」 ［AICPA 1983, par. 29］
この内容は，監査基準書第 57 号の 14 節に引用され
ており，後に検討するが，注意すべきなのは，偏向の
ある見積りが，個別的には合理的な場合もあり，虚偽
表示とはかぎらないこと，また監査人が検討するの
は，「偏向」そのものではなく，「偏向の可能性」と
なっていることである。
ここで見積りにおける「虚偽表示」と「偏向」の関
係を確認する。経営者の特定の見積金額に対して，監
査人が許容範囲を認めているとき，経営者の見積りが
監査人の許容範囲に含まれるとき，見積りは合理的で
あると判断されるが，経営者の見積りが，監査人の許
容範囲に含まれない場合，その金額と監査人の許容範
囲の上限あるいは下限の金額の差額が，虚偽表示と見
なされる。
では，偏向はどのようになるかというと，経営者の
見積りが監査人の見積りの許容範囲にあるが，複数の
見積りを通じて識別できるものである。監査人の許容
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範囲の下限や上限のぎりぎりの金額が複数の見積りで
見られるものである。これは，利益を捻出あるいは圧
縮するために，複数の見積りにおいて経営者が虚偽表
示とはいえない程度に，数字を操作した結果であり，
典型的な偏向となる 5）。
概念フレームワークの議論において，財務情報の利
用者を誘導するような経営者の偏向がないことを求め
るのは必要であろうが，会計上の見積りについて，監
査する立場から見ると，偏向について，もう一段踏み
込んだ議論を展開する必要があった。筆者の考えで
は，偏向について，監査上どのように識別するのかと
いう「識別問題」と，監査上どのように対応するのか
という「対応問題」の 2 つの論点が存在している。偏
向の「識別問題」は，虚偽表示とはかぎらない合理的
な見積りにおける偏向を，どのように捉えるかであ
り，「対応問題」は，監査手続の内容や他の手続や判
断との関連のことであり，基準上変遷をとげてきてい
る。これについて，次節以降で扱う。
3　従来の米国監査基準書における経営者の偏向
の扱い
ここでは，従来の会計上の見積りの監査の原点と
なった監査基準書第 57 号の概要を述べた後に，経営
者の偏向に関する代表的な監査手続を，監査基準書第
99 号を含めて整理する。
3-1　監査基準書第57号の概要
米国で最初に会計上の見積りの監査を，独立した項
目として扱ったのは，1988 年の監査基準書第 57 号
「会計上の見積りの監査」（Auditing Accounting Esti-
mates）である 6）。前述の監査基準書第 47 号は，監査
結果の評価の一部として見積りを扱っただけにあり，
監査手続等については言及していない。まずは，監査
基準書第 57 号の概要を示す。
監査基準書第 57 号では，会計上の見積りの監査に
おける 3 つの目的を示している。それは「すべての重
要な会計上の見積りが実施されていること」（見積り
の完全性），「その見積りが合理的であること」（見積
りの合理性），そして「それが適用される会計原則に
準拠して表示され適切に開示されていること」（適切
な表示・開示）であり，それらについて合理的な保証
を得るのに十分かつ適切な監査証拠を入手することで
ある［AICPA, 1988, par. 1］。この中でも監査の目標と
して，見積りの合理性を中心に記述されている 7）
が，偏向についても言及されている。
監査基準書第 57 号は，監査手続について，合理性
の評価として以下の手続を単独あるいは組み合わせて
実施すると規定している［AICPA, 1988, par. 10］。
・経営者がその見積りを行うために用いたプロセス
をレビューし，テストする（以下「見積プロセス
の検討」とする）。
・経営者の見積りの合理性の確証を得るために，独
自に見積りの予測を展開する（以下「独自の見積
り」とする）。
・貸借対照表日後（監査完了前）に発生した事象ま
たは取引をレビューする（以下「後発事象のレ
ビュー」とする）。
監査基準書第 57 号の上記の手続を簡単に説明する
と，まず，「見積プロセスの検討」とは，見積り作成
及び関連データに対する統制手続の有無の確認，基礎
となったデータや要因の源泉の把握及びその内容の検
討，追加する重要な要因や代替的な仮定の有無の検
討，諸仮定や様々なデータにおける一貫性の評価，過
去データの分析検討，事業または業界での変化の影響
の考慮，関連する文書の検討や質問，専門家の利用の
検討，再計算といった 9 つの手続が示されている
［AICPA 1988, par. 11］。それに対して「独自の見積り」
は，監査人は，事実及び状況に対する理解に基づき，
独自に他の重要な要因やそれらの要因についての代替
的な仮定を用いて，独自の見積りを作成する［AICPA 
1988, par . 12］と基準にあるが，他の記述［AICPA 
1988, par. 14，引用元 AICPA 1983, par. 29］から推論
すると，監査人の見積りと経営者の見積りを比較し，
その許容範囲に経営者の見積りが含まれるか否かで，
経営者の見積りの合理性を評価するものであろう 8）。
「後発事象のレビュー」は，いわゆる修正後発事象
（後発事象ではあるが，その実質的な原因が決算日現
在において既に存在しており，財務諸表の修正を行う
もの）に関するもので監査対象である見積りに関する
追加・更新情報の有無及び見積りへの影響を考えるも
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のである［AICPA 1988, par. 13］9）。この 3 つの手続
は，見積りの監査の枠組みを示すものであり重要であ
るが，監査基準書第 57 号の基準上「見積プロセスの
検討」の比重が高く，残りの手続については，わずか
な記述にすぎない。この 3 つの手続は，経営者の偏向
への対応にも関連する。
3-2　監査基準書第57号における経営者の偏向につい
ての記述
監査基準書第 57 号においては，偏向は，見積りと
の関係では，次のように説明された。
「経営者の見積りのプロセスが，関連し信頼でき
るデータを使って，有能な人員に関わるときでさ
え，主観的な要因における偏向の可能性（potential 
for bias）は存在する。したがって，監査人は，会
計上の見積りを評価するための手続を計画し実施す
る上で，職業的懐疑心の態度をもって，見積りの作
成において経営者が利用した主観的要因と客観的な
要因の両方を検討すべきである」
 ［AICPA, 1988, par. 4］
このように監査基準書第 57 号では，主観的な要因
の中にある経営者の偏向を，可能性ととらえたのであ
る。「識別問題」として，偏向そのものを確定的にと
らえることは，かなりの手続と判断が必要であるが，
このような表現で，主観的要素には，偏向となりうる
ものが存在するという認識が示されたのである。
この偏向の可能性について，「対応問題」としてさ
らに見ていく。監査基準書第 57 号の最後のほうに，
前述の監査基準書第 47 号「監査実施上のリスクと重
要性」（Audit Risk and Materiality in Conducting an 
Audit）の 29 項が引用されており，経営者の見積りと
監査人の最善の見積りの差額が，偏向の可能性となり
うるのであり，それらが個別的には合理的であっても
累積ベースで見て，利益を増加あるいは減少させるの
であれば偏向であると述べている。経営者の偏向を，
このように個別ベースではなく累積で見ることを，典
型的な偏向としているのである。虚偽表示となるよう
な個別の見積りにおける極端な偏向は把握しやすいも
のであるが，それよりも，虚偽表示とならないような
個別では合理的な見積りについて，経営者の偏向が反
映されているかもしれず，これを，複数の見積りの差
額の累積から全体として検討することを求めているの
である。これを，本稿では「最善の見積りとの差額の
累積アプローチ」と表記する。
なお，経営者の偏向に関する証拠の入手は，ついて
は，前述した見積りの監査における基本的な手続であ
る「見積プロセスの検討」や「独自の見積り」がもと
となっている。「見積プロセスの検討」において入手
した監査証拠によって，見積りの合理性のみならず，
経営者の偏向の可能性についても監査人の心証が形成
されていき，また経営者の見積りと監査人の推定する
見積りとの差額を把握するには，監査人の「独自の見
積り」の展開が必要であるからである。「後発事象の
レビュー」も，影響する場合がある。この点で，「最
善の見積りとの差額の累積アプローチ」は，前述した
見積りの監査手続の結果，得られたものである。
監査基準書第 57 号における「最善の見積りとの差
額の累積アプローチ」であるが，監査人は，個々の差
額を累積して全体で見ると経営者の偏向の可能性が把
握でき，それについて，財務報告全体に対する影響を
検討していくのである。すなわち，偏向のある見積り
は，合理的であり，個別には虚偽表示と言えないが，
全体として見ると，利益捻出型や利益圧縮型となって
いるというものである。これは，虚偽表示とは言えな
い差額を累積させて検討していくというものである
が，このような差額は，結局は，未修正の虚偽表示の
中に含められ，重要性の基準のもとに監査意見に反映
されると見られる。
ここで重要なことは，このような経営者の偏向に対
する手続は，監査実施の後半の段階において，個々の
見積りの評価の上で把握されるものである点である。
おそらく経営者の偏向の把握は，監査手続を実施して
その結果をとりまとめる段階で可能となり，財務報告
全体に対する影響を評価することが主眼とされたので
ある。このようなアプローチでは，経営者の偏向につ
いて，この時点では追加的な監査手続等を実施する時
間的ゆとりが少なく，識別された偏向の可能性は，監
査計画の修正の主要な要素となりえないものであり，
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監査判断の要素としての意味が強かったのであろう。
経営者の偏向が識別されたからといっても，他の検出
事項と合わせて監査上判断されるのであり，他の監査
手続との関連は限定的であったのではないかと筆者は
推測する。
3-3　監査基準書第99号における経営者の偏向につい
ての記述
2002 年公表された監査基準書第 99 号「財務諸表監
査における不正の検討」（Consideration of Fraud in a 
Financial Statement Audit）は，エンロン社の粉飾決
算等から生じた米国の会計不信に対応して作成された
ものであり，1997 年に公表された同じ表題の監査基
準書第 82 号を置き換えたものである。同基準書にお
いて経営者の偏向について，具体的な記述が 63 節か
ら 65 節に示された。これは，不正対応の観点から見
積りの偏向に対する対応を示したものであるが，従来
の「最善の見積りとの差額の累積アプローチ」を活か
しつつ，次の記述が加わった。
「また監査人は，見積りに関連した経営者の判断
と仮定が，経営者の側の偏向の可能性（possible 
bias）を示すかどうか決定するために，過去の財務
諸表で反映された重要な会計上の見積りに対する遡
及的なレビューを行なうべきである。（一部略）遡
及的なレビューが，あと知恵（hindsight）の利益
として，現在の見積りの作成において経営者の側の
偏向の可能性があるかどうかについての追加の情報
を監査人に提供するはずである。」
 ［AICPA, 2002, par. 64］
これは，見積りにおける経営者の偏向の可能性を過
去の見積りの経験から識別しようというもので，過去
の見積りについての「遡及的レビューアプローチ」と
ここでは表記する。
これは，監査手続としては，まさしく過年度の見積
金額とその結果の確定金額の比較であり，その結果，
通常は差額が生じる 10）。差額は，見積りの性格，す
なわち「見積りの不確実性」から生じるものと，「見
積プロセス」から生じるものがある。過年度の見積り
に含まれた不確実性は，時間の経過によって確定ある
いは解消されて，会計処理のプロセスを通じてその結
果が確定金額となり，過年度の見積りとの比較によっ
て差額が把握されることになる。「見積りの不確実性」
については，差額の原因となるものとして，ⅰ）見積
りの原因となった不確実性が当初の予測と異なる結果
となったものとⅱ）見積作成時に予想できなかった事
象の発生が結果に反映されたものが考えられる。また
「見積プロセス」については，差額の原因となるもの
として，ⅲ）見積プロセスにおけるデータや処理にお
ける誤謬，あるいはⅳ）見積プロセスにおける経営者
の潜在的な偏向の存在が考えられる。差額分析におい
て，これらのⅰ）～ⅳ）の 4 つの原因が常に存在し区
別できるわけではないが，過去の見積りと確定金額の
差額には，原因として経営者の偏向も混在して確定金
額となる場合があるのである。
このような想定をもとに，複数の過去の見積りと確
定金額を比較し差額分析することで，いつも利益捻出
型の見積りや保守的な見積りが実施されていることが
判明すれば，「経営者の偏向」が存在すると判断可能
となるのである。
3-4　従来の米国監査基準書における偏向に対する2
つのアプローチ
これまで，従来の米国監査基準書における偏向の記
述について説明してきたが，監査基準では，識別問題
としては，「偏向」そのものではなく，「偏向の可能
性」として議論され，対応問題としては，「最善の見
積りとの差額の累積アプローチ」と「遡及的レビュー
アプローチ」が示されていた。これらの内容を整理す
ると，次の図 1 のようになる。
この図の中央は，監査人の識別問題を示し，偏向の
財務諸表全体に与える影響を問題とするが，実際は，
「偏向の可能性」を 2 つのアプローチによって対応す
ることを示している。図の左側が，「最善の見積りと
の差額の累積」であり，右側が「遡及的レビュー」で
ある。どちらのアプローチも差額の把握から始まる。
ただし，この差額について「差額の累積アプローチ」
は，複数の見積りについて累積させて偏向の可能性を
判断する。「遡及的レビュー」においては，過年度の
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見積りとその確定金額の差額分析をして，その原因の
中に偏向の存在を見いだしたとき，経営者の偏向の可
能性を判断するというものである。そしてどちらでの
アプローチでも偏向の可能性がある場合，その影響を
財務諸表全体について検討するのである。
この 2 つの代表的なアプローチであるが，差額把握
を出発点とする意味では共通しているが，前者は典型
的な偏向の可能性の把握であり，後者は経験的に偏向
の可能性をさぐるものである。また監査手続として
は，前者における偏向の把握は，監査の最終局面での
ものが通常想定され，追加手続の適用などは難しい状
況が考えられるが，後者は，継続監査において，被監
査会社に関して情報を蓄積することにより，明らかに
できるのであり，実践的である。一方で後者の手続
は，あくまでも過去の経験則からの把握であり，急激
な環境の変化があったとき対応できるものではないと
いう限界を抱えている。後者は，会計不信を背景に，
財務報告における不正対応の強化の中，公表された監
査基準書第 99 号で明確に示されたものであり，これ
までのものを補強するものであるが，このようなアプ
ローチが追加されたことに，会計上の見積りにおける
偏向の可能性を具体的に検討することの難しさを筆者
は感じる。このような見積りの監査における識別問題
と対応問題を見直したものが，次節で論じるクラリ
ティ版「会計上の見積りの監査」である。
4　クラリティ版「会計上の見積りの監査」にお
ける経営者の偏向の扱い
ここでは，従来の見積りの監査を大きく変えたクラ
リティ版「会計上の見積りの監査」について，その位
置づけと特徴を説明した後に，経営者の偏向に対する
識別と対応の内容とその背景を示す。
4-1　米国監査におけるクラリティ版「会計上の見積
りの監査」の位置づけとその特徴
クラリティ版について，本稿では，2011 年に米国
監査基準書第 122 号「明確化と再編成」（Clarification 
and Recodification）として公表されたものを対象に
する。これは，記述の変遷を見るために，同一基準設
定者の作成したものを継続して検討しようという意図
によるものである。米国の監査基準は，上場企業会計
改革及び投資家保護法（Public Company Accounting 
Reform and Investor Protection Act of 2002: 通称 SOX
法）の成立により，公開企業に対する監査基準設定機
関は，米国公認会計士協会から公開会社会計監査委員
会（Public Company Accounting Oversight Board: 
PCAOB）に移行し，AICPA は，現時点では非公開会
社に関する監査基準設定に限られている。しかし
PCAOB の独自の監査基準は，現時点で内部統制監査
関連や，特に重要なものを中心として，複数の
AICPA の監査基準を暫定的に利用しており，見積り
の監査に関しては，AICPA の監査基準書は実質的な
影響力を持っている 11）。
また，クラリティ版については，国際会計士連盟
（International Federation of Accountants: IFAC）の国
際監査・保証基準審議会（International Auditing and 
Assurance Standards Board: IAASB）によって議論が
進められたものであり，2004 年と 2006 年の 2 度の公
開草案へのコメントへの対応など見積りの監査の改訂
について，8 年近い期間をかけてまとめられたもので
ある。この内容を，AICPA も，日本 12）をはじめとす
る他の国々同様に受け入れている。ここでは，AICPA
の監査基準書での内容をもとに検討するが，必要に応
じてクラリティ版 ISA（International Standards of Au-
diting）第 540 号「公正価値会計の見積りを含む会計
図1　偏向に対する２つのアプローチ
最善の見積りとの差額の累積アプローチ 偏向 遡及的レビューアプローチ
↓
偏向の可能性
差　額 差額分析
＊累積ベースで利益を増減させるか？ 財務諸表全体 偏向の存在・不確実性の解消・処理の誤り 等
経営者の見積り 監査人の最善の見積り 過年度の見積り 見積りの確定金額
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上の見積りと開示の監査」（以下「ISA540」と表記）
に言及する。
クラリティ版「会計上の見積りの監査」の特徴を次
に述べる。AICPA の監査基準においてクラリティ版
は，従来のものと区別して，Clarified SAS と表記さ
れている。
このもととなった ISA540 の改訂内容を紹介する
と，大きく分けると 2 つある。第一に，リスク・アプ
ローチの本格的導入と厳格化である。従来の監査基準
は，設定時期の関係もあり，リスク・アプローチに本
格的に対応していなかったが，今回，本格的に導入さ
れ，また監査手続及び求められる判断について明確に
記述された。そこでは「見積りの不確実性」（estima-
tion uncertainty）という概念が導入され，その高低が
監査手続に影響するようになっている。第二に，公正
価値測定監査との結合である。またクラリティ版とし
て，要求事項と適用指針に分けるなど形式も変わり，
最近の見積りの監査に対する様々な議論の成果が，取
り込まれている 13）。
4-2　クラリティ版「会計上の見積りの監査」におけ
る経営者の偏向の扱い
Clarified SAS において，経営者の偏向の扱いは，
次のように変わった。
「監査人は，経営者の偏向が存在する兆候がある
かどうかを識別するために，会計上の見積りに関す
る経営者の判断及び決定を検討しなければならな
い。」 ［AICPA, 2010, AU-C sec. 540, par. 21］
偏向の「識別問題」についての改訂内容として，従
来の「偏向の可能性」ではなく，「経営者の偏向が存
在する兆候」に変わっているのが目立つ。また「対応
問題」について，引用文では，偏向の兆候があった場
合の対応について触れていない。従来のものが，偏向
の可能性がある場合の財務報告全体としての検討を明
示したのに対して，クラリティ版では，それらは，適
応指針でやや修正した形で次のように説明されてい
る。
「このような兆候は，監査人のリスク評価及び関
連する対応が適切であるかどうかに関する監査人の
結論に影響を与えることがあり，監査人は，その後
の監査に対する影響の検討が必要になることがあ
る。さらに，監査基準委員会報告書 700「財務諸表
に対する意見の形成と監査報告」に記載されている
通り，これらは，財務諸表には全体として重要な虚
偽表示がないかどうかに関する監査人の評価に影響
を与えることがある。」
 ［AICPA, 2010, AU-C sec. 540, par. A134］
これを見ると，クラリティ版では，識別対象を「偏
向の可能性」から「偏向の兆候」に置き換え，またそ
の兆候が存在する場合の影響を，財務諸表全体への影
響のみならず，リスク評価及び対応に関連させてい
る。すなわち，偏向に対する対応として，従来のアプ
ローチよりも，監査手続上前倒しして，偏向の可能性
ではなく，より具体的な兆候に目を光らせることを監
査人に求めているのである。
これは，図 2 のように示すことができる。白い部分
が，従来の基準の内容であり，監査人は，経営者の偏
向は，直接識別が難しいので，経営者の偏向の可能性
を識別し，これが存在する場合，財務諸表全体への影
響を評価した。しかしクラリティ版では，「経営者の
偏向が存在する兆候」を，後述する例示を含めて新た
に導入し，それを監査人の偏向に関する識別の入り口
としたのである。追加された内容は，図 2 では，網掛
けで示している。兆候がある場合，監査人は，これま
での財務諸表への影響の検討に加えて，新たにリスク
評価や対応に関するものが加わっている。すなわち，
監査結果としての判断以外に，監査計画を修正する要
素として位置づけたのである。これは，偏向に対する
対応問題における大きな改訂と言えよう。
識別問題の新たな展開である経営者の偏向が存在す
る兆候について，クラリティ版は，「個々の会計上の
見積りの合理性に関して結論付ける際に，経営者の偏
向が存在する兆候があったとしても，それだけでは虚
偽表示とはならない」［AICPA, 2010, AU-C sec. 540, 
par. 21］と整理しており，さらに適用指針において，
後に検討する以下のような 4 つの例示を示している
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［AICPA, 2010, AU-C sec. 540, par. A134］。
（1）状況の変化があったという経営者の主観的な評
価に基づいた会計上の見積り又はその作成方法の
変更（以下「主観的な評価に基づく見積り等の変
更」とする）
（2）公正価値会計に関する見積りについて，企業自
身が利用する仮定と観察可能な市場の仮定との矛
盾（以下「公正価値会計に関する見積りの仮定と
市場との矛盾」とする）
（3）経営者の目的にとって都合の良い見積額となる
ような重要な仮定を選択又は設定（以下「都合の
良い見積りの作成」とする）
（4）楽観的又は悲観的な傾向を示すような見積金額
の選択（以下「楽観的又は悲観的な見積りの選
択」とする）
まとめると，クラリティ版では，識別問題として，
経営者の偏向を，経営者の偏向が存在する兆候とし
て，その内容を例示を含めてより具体的なものとして
捉え，対応問題としては，新たにリスク評価・対応に
関連させるように，手続上従来より前倒したものに調
整したのである。
4-3　クラリティ版「会計上の見積りの監査」の設定
過程での議論
この改訂について，AICPA の監査基準書は，
IAASB の公表したものを受けたものにすぎないが，
その作成過程の議論は重要であり，特に，2004 年 12
月公開草案へのコメントを受けた後，2006 年 12 月公
開草案における監査人の対応に関する「結論の基礎」
（Basis for Conclusions）の 33 節の次のような記述
は，決定的なものであった。
「IAASB は，ISA540（修正版）の目的について，
経営者の偏向が存在する兆候の決定に対する監査人
の責任を，経営者の偏向が存在するかどうかについ
て結論を下し，もしそうであるならば，それが虚偽
表示を示すかどうかを決定することまで拡張すべき
ではないと結論した。財務諸表項目レベルにおいて
の監査人の責任は，監査証拠に基づいて，会計上の
見積りと関連する開示が合理的であるかどうかにつ
いて結論を出すことである。経営者の偏向は，しば
しば経営者の主張レベルや，個別の見積りとの関係
で，明確でも，容易に数量化されない。監査人が，
財務諸表に対する偏向の影響を評価する立場にある
のは，偏向の兆候が統合され，他の質的要因ととも
に把握されたときのみである。これは ISA450「監
査中に識別された虚偽表示の評価」で，より適切に
扱われる問題である。」
 ［IAASB, 2006b, para. 33］
実は，IAASB の審議過程において，監査調書に偏
向に関する記述を義務づけるといった議論もあり，偏
向に対する対応を強化する選択肢もあったが，それを
採用することなく最終的にはクラリティ版の内容と
なった。その理由は，現在の見積りの監査が見積りの
合理性について結論を下すものであり，言い換えると
偏向に対するものでないこと，偏向が監査上問題とな
るのは，それが他のものと統合されて虚偽表示となる
かどうかであるからである。おそらく経営者の偏向を
監査上最重視することは，監査の目的を曖昧にし，ま
た容易に数量化できない偏向を直接対応することは，
監査人の責任を過重ならしめることになると考えたの
ではないかと推測される。クラリティ版における偏向
の対応問題を考える上で，このような意見が大きな影
響をもったのであろう。
しかし経営者の偏向は，最重視するには問題がある
が，軽視はできないのである。経営者の偏向について
の対応問題におけるこのような対応は，偏向の識別問
図2　見積りにおける経営者の偏向への対応の変化
経営者の偏向が存在する兆候
＊白部分が従来のもの、網掛け部分が今回追加されたもの。
リスク評価・対応手続への影響
経営者の偏向の可能性 財務諸表への影響　→　（ 経営者の偏向 ）　→　　→　
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題とも密接に関わっており，「経営者の偏向が存在す
る兆候」の導入も重要である。これは，前述の 4 つの
例示に見られる具体的なものとなっている。次にこの
4 つの例示を検討する。
なおクラリティ版において，偏向は，引用部分に
あった ISA450 や不正に関する ISA240 でも議論され
ており，従来の監査実務の考え方は全面的に刷新され
たわけではない。
5　経営者の偏向が存在する兆候の 4 つの例示の
検討
5-1　例示の検討のための想定
クラリティ版の見積りの監査では，適用指針におい
て，前述のように，経営者の偏向の兆候について（1）
主観的な評価に基づく見積り等の変更，（2）公正価値
会計に関する見積りの仮定と市場との矛盾，（3）都合
の良い見積りの作成，（4）楽観的又は悲観的な見積り
の選択，という 4 つの例示［AICPA, 2010, AU-C sec. 
540, par. A134］を示している。
以下，これらの例示について検討する。ここでは，
その論点を示すために最終的に図解を試みるが，その
基本的な想定は，『見積りの対象となる経済取引・事
象（不確実性を含む）』に対して，会計基準に基づき
経営者が関連するデータをもとに，仮説やモデルを想
定して金額を導く『見積作成プロセス』があり，そし
て『見積金額』が導かれるという，『経済取引・事象』
→『見積作成プロセス』→『見積金額』という因果関
係を，通常のものと想定し，見積りの偏向が，この想
定でどこに問題があるのかを検討する。
5-2　「主観的な評価に基づく見積り等の変更」につ
いて
これは，見積りの対象となる不確実性のある経済状
況に対して，変化の有無の判断に関連している。経済
環境の変化があれば，それに応じた対応が必要である
が，変化がない場合，従来の見積りあるいはそのプロ
セスの継続適用となるはずである。そのような変化が
ないにもかかわらず，見積りの金額を減少させたり，
増加させるのは，経営者による恣意性であり，偏向の
兆候と見なすものである。本稿による想定で言えば，
『経済取引・事象』→『見積作成プロセス』→『見積
金額』という因果関係において，『経済取引・事象』
について，その変化に応じて，経営者は『見積作成プ
ロセス』や『見積金額』に反映させていくべきである
のに，経済状況に変化がないのに恣意的判断によって
『見積作成プロセス』や『見積金額』を変更するとい
うことである。監査における不正の議論の高まりか
ら，しばしば，この種の恣意的な見積りの変更は問題
となってきた。
このような偏向の兆候は，監査人からすると，見積
りにおける変更があった場合，その根拠の妥当性の検
討から把握できるものであり，比較的手続の適用が容
易なものと見られる。
経済状況の変化に関しては，実は，もう一つの偏向
の可能性がある。恣意的な変更の裏返しと言うべきも
ので，すなわち見積りの対象となった経済状況におい
て変化があったにもかかわらず，経営者が，それを反
映せず，従来の見積りあるいはその作成プロセスを継
続適用するものである。環境変化に対する意図的な不
作為とでも言えるものである。これも偏向となりうる
が，こちらは例示の中には述べられていない。これに
ついては，米国証券取引委員会の会計・監査執行通牒
（Accounting and Auditing Enforcement Release: 
AAER）第 3436 号 14）に，環境変化に対する意図的な
不作為とも言える経営者の偏向に関する監査上の失敗
があり，例示とは異なるものが存在している。「主観
的な評価に基づく見積り等の変更」のみならず「環境
変化を無視した主観的な評価に基づく見積り等の継
続」も，経営者の偏向を示すものであり，今後例示を
拡充する場合の追加候補となりうるであろう。
5-3　「公正価値会計に関する見積りの仮定と市場と
の矛盾」について
これは，見積りの対象である不確実性のある経済状
況と経営者の見積りプロセスについて，特定の矛盾点
を探すものである。特に公正価値会計に関して，経営
者の採用する仮定が，観察可能な市場の仮定と矛盾す
る点を探すものである。本稿による想定で言えば，
『経済取引・事象』→『見積作成プロセス』→『見積
金額』という因果関係において，『経済取引・事象』
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とその後の『見積作成プロセス』や『見積金額』の間
に矛盾点となるものを検出することである。これは，
一応公正価値会計に限定したものであるが，部分的な
矛盾があることが，偏向の兆候となるという考え方で
ある。監査人にとって，このような矛盾点は，比較的
探しやすいものかもしれない。経営者の見積プロセス
は，通常は整合的に構築されているはずであり，内部
的な矛盾を探し，偏向の可能性と関連させるのは，業
務上かなりの負担になる可能性が高いからである。見
積プロセスと外部の経済状況との間との明確な矛盾点
の存在は，経営者が，外部の経済環境を恣意的に判断
して，自分にとって好ましくないものは排除している
可能性が高いと考え，偏向の兆候となるというもので
ある。
なお，IAASB の見積りの監査に関する改訂作業を
追うと，当初の公開草案には，この例示は含まれてお
らず，会計上の見積りの監査と，公正価値会計の監査
を結合することになった後に，例示の中に導入された
ものである 15）。公正価値会計の監査での重点事項と
して追加されたものであると考えられる。
見積プロセスと外部データとの矛盾は，「偏向の兆
候」という位置づけが可能である一方で，このような
矛盾点を監査人が検出することは，不合理な見積プロ
セスの証拠とも解釈できる場合がある。この例示は，
公正価値会計の監査との結合によって，後で追加され
た例示であるという設定時の経緯もあり，他の例示と
は異なる面があり，見積りの監査の評価における位置
づけは難しいが，監査上明確で適用が容易な例示と言
えよう。
5-4　「都合の良い見積りの作成」について
これは，見積りが経営者の目的によって都合の良い
特定の金額があり，それに合うように仮説を選択また
は設定して見積プロセスを構築することであり，例え
ば，経営者の目的上，特定の見積りが 1 億円であるこ
とが必要となったので，その金額を算出できるように
データ，仮説やモデルを操作して見積プロセスを構築
することである 16）。本稿による想定で言えば，『経済
取引・事象』→『見積作成プロセス』→『見積金額』
という因果関係とは逆であり，最初に『見積金額』と
いう結論があって，『見積作成プロセス』が，『経済取
引・事象』を直接反映するのではなく，その事後的な
理由付けとして組み替えられるもので「因果関係の転
倒」が生じている。むろん，その見積りが，最初から
虚偽表示となるような場合もあるが，監査人の許容範
囲の中で，経営者にとって都合のよい金額として見積
りが作成されると偏向となるというものである。
監査人にとっては，経営者に都合の良い見積金額が
存在する可能性があるという認識がない場合，このよ
うな偏向の識別は難しいかもしれない。ただ，このよ
うな見積プロセスにおいて，しばしば，特定金額を導
く場合，仮説やモデルが，複数の見積りの作成につい
て十分な整合性がない場合が考えられる。特定金額の
算出を優先するあまり，同時期に作成する複数の見積
りにおいて，差異るいは矛盾が生じる場合もありうる
のである。監査人にとっては，監査の着手の段階で，
企業及びその経営者の特定数値に対する執着などが把
握できれば，対応可能であるかもしれない。このよう
な偏向は，筆者からすると，経営者の意図が明確な場
合は，判断しやすいかもしれないが，事例や資料に基
づいて，実態についてさらに調べる必要がある。
5-5　「楽観的又は悲観的な見積りの選択」について
この例示は，偏向について，全般的な傾向を，楽観
的又は悲観的な傾向という形で見るものである。おそ
らく楽観的な場合は，利益を過大表示する傾向が高
く，悲観的な場合は，利益を過少表示することが多い
であろう。本稿での『経済取引・事象』→『見積作成
プロセス』→『見積金額』の因果関係で言えば，『経
済取引・事象』を直接反映するのではなく，「ゆがん
だ反映」という形で，『見積作成プロセス』に取り込
んでいくことである。
これについて，監査人は，企業全体の理解の中で，
特に過去の傾向や，現在の決算について証拠を入手す
る過程で「合理的」とはいいがたい「楽観的」又は
「悲観的」な傾向を識別すると見られる。このような
傾向が，被監査会社の過去の見積金額と確定金額との
差額の分析から導かれるものについては，理解できる
が，一方で急激な経済環境の変化があり，非常に見積
りの不確実性が高い場合，このような傾向の判断は難
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しい可能性がある。「楽観的」又は「悲観的」な傾向
は，筆者からすると，見積プロセスにおいて，通常内
部的には整合的なものであり，そこでの矛盾から判断
できず，外部証拠による反証から「楽観的」又は「悲
観的」な傾向を判断すると見られるが，その検証と判
断の論理について，事後的ではなく，不確実性が高い
状況での監査において判断できる余地は限定的ではな
いかと思われる。なにをもって「楽観的」又は「悲観
的」な見積作成と判断するのかも，明確なようであっ
て，実際はグレーゾーンが存在するかもしれない。現
時点では，これ以上の検討は本稿の手にあまり，さら
に事例等を調査し，改めて検討したい。
5-6　例示検討のまとめ
4 つの例示の検討を，図 3 にまとめる。この図は，
まずは本稿の想定する因果関係を，大きな 3 つのボッ
クスにまとめたものであり，左より，見積りに関する
『経済取引・事象』→『見積作成プロセス』→『見積
金額』を表している。さらに 4 つの例示について，網
掛けのある矢印を使って示している。
この 4 つの例示は，図 3 で示したように，見積作成
プロセスの通常の点線の矢印で示される流れの中で異
常があるものである。『見積りに関する経済状況・事
象』と『見積作成プロセス』の間にある（1）恣意的
な会計上の見積りの変更及び（2）外部と矛盾する仮
定の利用と言った 2 つの例示は，外部の経済状況と経
営者の判断が食い違うものと言える。但し，経済状況
全体に関する変化に対する「恣意的判断」を問題とす
る（1）の例示と，市場の個別項目の「矛盾」を探す
という（2）の例示は，巨視的な視点と微視的な視点
の違いがあり，かなり性格の異なるものである。
（3）都合の良い見積りは，見積りの因果関係の流れ
を逆転したもので，経営者の都合が最優先であり外部
の経済状況との関係を直接問わないものであり，「因
果関係の転倒」が生じている。また（4）楽観的又は
悲観的な傾向も外部の経済環境を尊重しないものであ
り，見積りの対象について，悲観的又は楽観的という
色眼鏡を通して見て，経済状況・事象を直視していな
い「ゆがんだ反映」が生じている。これら（3）（4）
の例示のような見積りの作成は，内部的には一定の整
合性があるかもしれないが，細かく検討していくと必
ず不自然な点があると見られる。
これらの 4 つの例示は，監査人にとっては「経営者
の偏向が存在する兆候」として基準設定者から見て一
般的なものが示されたと思われるが，「兆候」という
抽象的なものを具体例に変換したという意味で有用で
あろう。しかし，この例示には，後で追加された（2）
のような性格の異なるものが併存しており，さらに，
（1）の例示の裏返しのような事例もあり，その網羅性
については今後の実務展開において検証されるであろ
う。
6　むすびにかえて
本稿は，AICPA の監査基準書を対象に，会計上の
見積りの監査における経営者の偏向に対する監査基準
の変遷を整理し，偏向をどのように監査上識別すべき
かという「識別問題」と，どのように監査上対応すべ
図3　見積りの偏向の兆候の例示のまとめ
仮説
（1）恣意的判断
（4）ゆがんだ反映
（2）矛盾
都合の良い見積り
会計処理の対象
見積りに関する経済状況・事象
（不確実性を含む）
変化の有無
経営者の判断
見積作成プロセス
（データ・仮説・モデル等）
変化
経営者の主張
見積金額
（会計基に準拠・主観的判断
と客観的証拠より作成）　
観察可能な市場
（3）因果関係の転倒
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きかという「対応問題」の 2 つの論点から検討してき
た。
その結果，偏向の「識別問題」については，経営者
の偏向について，監査基準書第 47 号及び第 57 号にお
いては「偏向の可能性」として扱われ，さらにクラリ
ティ版においては，「経営者の偏向が存在する兆候」
と変化し，さらに 4 つの例示という具体化が図られた
ことを確認した。
また偏向の「対応問題」については，まず監査基準
書第 47 号及び第 57 号において「最善の見積りとの差
額の累積アプローチ」による見積りの偏向への対応が
示され，さらに監査基準書第 99 号において，過去の
見積りに対する「遡及的レビュー」による対応が言及
された。そして監査人は，見積りにおける偏向の可能
性を把握した場合，財務諸表全体に対する影響を検討
することが求められた。さらにクラリティ版において
は，「経営者の偏向が存在する兆候」についての 4 つ
の例示が示され，これらの検討が対応として必要とな
り，また偏向の兆候が識別された場合，リスク評価・
対応に及ぼす影響の検討が新たに追加され，経営者の
偏向に対する監査人の対応が，監査実務において従来
よりも前倒しで対応することが求められるようになっ
た。
偏向のない財務情報が望ましいことは言うまでもな
いが，監査上の対応は，容易ではなく，このように変
化してきた。この理由として，偏向そのものについて
確定的な判断を下すには時間とかなりの手続が必要で
あり，監査実務上，直接的な識別は難しいことが挙げ
られる。経営者の偏向は，監査実施段階では「偏向の
可能性」，さらにより具体化された「経営者の偏向が
存在する兆候」というように識別すべき内容を再検討
し，ついに 4 つの例示列挙のある「兆候」という具体
的なものが示されるように変わってきたのである。ま
た「対応問題」の変遷の要因としては，経営者の偏向
そのものが見積りの監査の目的ではなく，虚偽表示の
判断の一つの要因として対応することが明確になり，
その手続の位置づけを前倒しする形で調整してきたの
である。このような監査手続における経営者の偏向に
関する記述の変化は，ある意味，財務情報のあるべき
姿に対して，監査が具体的にどのように対応できるか
ということが議論された結果であり，経営者の偏向に
対する監査基準の精緻化を示すものと考えられる。
一方で経営者の偏向に対する監査側の対応に，課題
がないわけでもない。クラリティ版における経営者の
偏向が存在する兆候についての例示の提示は，実践的
であり，今後のこれらの例示の検討の有無が重視され
るようになると見られるが，これらの例示について
は，さらに改善の余地がある。これらの 4 つの例示
は，前述したように，監査人にとっては経営者の偏向
が存在する兆候として抽象的なものを具体化したもの
として一般的なものが示されたと思われるが，性格の
異なるものが併存しており，さらに，その網羅性につ
いても検討の余地がある。クラリティ版に基づいた監
査実務は，今後さらに展開されることになり，そこで
これらの例示の真価が問われるであろう。今後も，見
積りの監査について，クラリティ版の例示について実
際のデータを交えて，さらに検討を加え，見積りにお
ける経営者の偏向の監査上の意味と限界を追求してい
きたい。
注
1）クラリティ・プロジェクトは，近年の監査基準の改訂によ
る細分化・複雑化により，わかりやすいとは言えなくなった
監査基準の状況に対応して，実施すべき手続を明確にして，
基準の内容の表現の見直しや形式の統一を行い，利用者の理
解を向上させようというものである。日本公認会計士協会
は，「新起草方針に基づく」という表現を使っている。
2）なお，この記述は，2006 年の同じ表題の監査基準書第 107
号の公表により，一部修正されている。
3）本稿は，概念フレームワークを対象とするものではない
が，見積りは，概念フレームワークにおける財務（会計）情
報の特徴において，しばしば議論されている。また最近の概
念フレームワークでは「中立的な描写は，財務情報が利用者
に有利又は不利に受け取られる確率を増大させるための，歪
曲，ウェイトづけ，強調，軽視，その他の操作がおこなわれ
ていない」［例えば，FASB, 2010, QC14］とあるが，ここで
言う歪曲，ウェイトづけ，強調，軽視，その他の操作は，偏
向を生み出すものであろう。
4）FASB の概念基準書第 2 号には，検証と測定の関係につい
て次のような記述がある。
　　「検証は，測定の偏向よりも測定者の偏向を最小限に抑え
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ることに役立ち，したがって検証は，個々の測定値が表現し
ようとする経済的事項または経済的事象を忠実に表現してい
ることを大なり小なり保証するのに役立つ。」［FASB, 1980. 
par. 81: 翻訳 p. 100］
　　測定者の偏向を最小限に抑えるために，監査上どのように
偏向を識別し対応したのかを示すことが，本稿の目的であ
る。
5）この関係を仮想の数値で説明すると，例えば，監査人は，
ある見積りについて，100 万円を中心に前後 10 万円まで許
容しており，その下限は 90 万円，上限は 110 万円とする。
もし経営者の見積りが，95 万円や 103 万円のような許容範
囲に含まれる場合，それは合理的であると考えられるが，許
容範囲外である場合，虚偽表示と判断される。もし経営者の
見積りが 80 万円であれば，虚偽表示は，監査人の許容範囲
の下限の 90 万円との差額の 10 万円に，118 万円であれば，
虚偽表示はその上限の 100 万円との差額の 8 万円となる。
　　偏向は，虚偽表示とはならないが，複数の見積りを通じて
識別できるものであり，先ほどの数字例で言えば，経営者の
見積金額が，例えば 91 万円とか 108 万円のような監査人の
許容範囲の下限や上限のぎりぎりの金額が複数の見積りで見
られるものが典型的なものである。これは，利益を捻出ある
いは圧縮するために，複数の見積りにおいて監査人が虚偽表
示とは言えない程度に，数字を操作した結果であり，経営者
の偏向と判断される。
6）監査基準書第 57 号の内容については，奥西［1999］及び
［2001］で検討している。
7）なお，見積りの完全性について，経営者の見積りの必要性
を検討するための監査手続について，多くの項目が列挙され
ている［AICPA, 1988, par. 8］が，適切な表示・開示につい
ては特に規定はない。
8）「見積プロセスの検討」と「独自の見積り」と合理性の関係
については，次のような奥西［2000］で検討している。
　　「①（見積プロセスの検討）と②（独自の見積り）の手続
の違いは，最初に経営者の見積りを所与としてその見積プロ
セスを再確認し，反証事例や矛盾事例を探す形で合理性を評
価するか，あるいは当初は経営者の見積りを重視せず，独自
に見積りを求めて反証となり得る事例を提示し，経営者の見
積りと比較して合理性を評価するかの違いである。」
 ［奥西 , 2000, p. 55］
9）見積りの監査における後発事象のレビューについては，奥
西［2003］で検討している。
10）以下の記述は，奥西［2007a］での検討がもとになってい
る。
11）本稿作成時点（2013 年 9 月），PCAOB も見積りの監査基
準の再設定を行っているが，現時点ではその内容は公表され
ていない。クラリティ版の内容は，必ず考慮されると思われ
るが，現時点では不確定である。PCAOB 版の見積りの監査
の改訂基準については，公表後，その検討を行いたい。
12）日本では，2002 年に公表されたその後，改訂された監査
基準委員会報告書第 13 号「会計上の見積りの監査」が，
2011 年に新起草方針に基づくものとして監査基準委員会報
告書 540「会計上の見積りの監査」に改訂された。
13）ISA540 については，奥西［2007b］，［2009］，［2010a］等
で検討している。
14）2013 年 1 月に米国 SEC によって公表された会計・監査執
行通牒（Accounting and Auditing Enforcement Release: 
AAER）第 3436 号は，リーマン・ショック後の金融危機に
おいて破綻したネブラスカ州の金融機関 TierOne に対する
KPMG の二人の監査人の 2008 年度の監査の失敗（特に不動
産融資の担保価値の貸倒処理）を扱ったものである。ここで
は，監査人は，外部環境の急激な悪化によって不動産融資の
担保価値という見積りが，大幅下落していたのもかかわら
ず，それに対応しない被監査企業の会計処理を認めたことが
問題になった。本来は，外部環境の急激な悪化によって見積
方法や見積りを見直すべきであったのに，被監査企業の不作
為を認めたのであり，これが，SEC によって，偏向の兆候
（indication）を見逃したとされたのである。クラリティ版の
例示とは逆の見積対象の経済状況に変化があったにもかかわ
らず，経営者の主観的判断で見積方法及び見積金額を変更し
なかったことが問題となったのである。
15）見積りの監査と公正価値会計の監査の結合については，奥
西［2010b］で検討している。
16）FASB の概念基準書第 2 号には，ここで言う都合のよい見
積りを否定する次のような中立性に関する記述があり，偏向
の典型的な例示であると言える。
　　「とりわけ，あらかじめ望ましい結果を定めたり，またそ
のような結果になるように情報を意図的に選択すれば，会計
における中立性を否定することになる。中立であるために，
会計情報は，ある特定の方向に人間の行動を向けさせる目的
で情報が伝達するイメージに色づけをせず，経済活動をでき
るだけ忠実に報告しなければならない。」
 ［FASB, 1980, par. 100: 翻訳 p. 109］
主要参考文献
American Institute of Certified Public Accountants （AICPA）
［1983］Statement of Auditing Standards （SAS）No. 47, Audit 
43会計上の見積りの監査における経営者の偏向に関する検討
Risk and Materiality in Conducting an Audit, December, 
AICPA.
―――［1988］Statement of Auditing Standards （SAS）No. 57, 
Auditing Accounting Estimates, April, AICPA.
―――［2002］Statement of Auditing Standards （SAS）No. 99, 
Consideration of Fraud in a Financial Statement Audit, Octo-
ber, AICPA.
―――［2009］Exposure Draft, Proposed Statement on Auditing 
Standards, Auditing Accounting Estimates, Including Fair Value 
Accounting Estimates and Related Disclosures （Redrafted）, Sep-
tember, AICPA.
―――［2011］Statement of Auditing Standards （SAS）No. 122, 
Clarification and Recodification, October, AICPA.
International Auditing and Assurance Standards Board （IAASB）
［2004］Exposure Draft－ ISA （International Standards of Au-
diting） 540 （Revised）, “Auditing Accounting Estimates and Re-
lated Disclosures （Other than Those Involving Fair Value Meas-
urements and Disclosures）, December 2004.
―――［2006a］Exposure Draft－ ISA 540, Auditing Accounting 
Estimates, Including Fair Value Accounting Estimates, and Re-
lated Disclosures Proposed Withdrawal of ISA 545, Auditing 
Fair Value Measurements and Disclosures, December 2006, 
IFAC.
―――［2006b］Basis for Conclusions: ISA 540 （Revised）, Audit-
ing Accounting Estimates and Related Disclosures （Other than 
those Involving Fair Value Measurements and Disclosures）, De-
cember 2006, IFAC.
―――［2008］ISA 540 （Revised and Redrafted）, Auditing Ac-
counting Estimates, Including Fair Value Accounting Estimates 
and Related Disclosures, February, IFAC.
Financial Accounting Standards Board （FASB）［1988］State-
ment of Financial Accounting Concepts （SFAC）  No. 2, Qualita-
tive Characteristics of Accounting Information, May, FASB.（翻
訳：平松一夫・広瀬義州訳［2002］『FASB 財務会計の諸概
念（増補版）』，中央経済社）
―――［2010］SFAC No. 8, Conceptual Framework for Finan-
cial Reporting: Chapter 1, The Objective of General Purpose Fi-
nancial Reporting, and Chapter 3, Qualitative Characteristics of 
Useful Financial Information, September, FASB.
The U.S. Securities and Exchange Commission （SEC）［2013］, 
Accounting and Auditing Enforcement Release （AAER）No. 
3436, January 9, 2013.
奥西康宏［1999］「米国監査基準書第 57 号の検討――会計上の
見積りの合理性の評価を中心に」，『修道商学』第 39 巻第 2
号，pp. 131–164.
―――［2000］「会計上の見積りの合理性についての考察」，
『JICPA ジャーナル』545 号（2000 年 12 月号），pp. 54–55.
―――［2001］「会計上の見積りの監査手続の性格――主観的
要因からの整理」『修道商学』第 41 巻第 2 号，pp. 181–202.
―――［2003］「見積り関連の後発事象及び取引のレビューに
ついての考察」『修道商学』第 44 巻第 1 号，pp. 152–182.
―――［2007a］「過年度の会計上の見積りとその結果の比較手
続の監査上の意味」『会計学研究』（専修大学会計学研究所）
33 号（2007 年 3 月），pp. 47–68.
―――［2007b］「会計上の見積りの監査の新局面の検討――
ISA540 公開草案（2006 年 12 月）を対象に」『専修商学論
集』第 85 号，pp. 37–57.
―――［2009］「会計上の見積りの監査の新展開の検討――
ISA540 における「見積りの不確実性」を中心に」『会計・監
査ジャーナル』647 号（2009 年 6 月号），pp. 103–109.
―――［2010a］「ISA540 における「見積りの不確実性」の内
容と役割に関する分析」『現代監査』（日本監査研究学会）第
20 号，pp. 79–88.
―――［2010b］「見積りの監査と公正価値会計の監査の結合
に関する検討」『産業経理』第 70 巻第 1 号，pp. 31–41.
＊本研究は科研費 MEXT/JSPS 235305958 の助成を受けたもの
である。
